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スウェーデンにおける高齢者の住まいに関する法制
――居住に関する権利関係を中心として――






















































































































設・設備の内容についてのものや、介護等のサービスに関する が中心であり 高齢者 居 に関する契約関係についての研究はほとんどなされていないも と思われ 。　
そこで、本稿では、まずスウェーデンにおける高齢者の住まいに関する政策の変遷やそ 居住形態を整理しなが
ら、スウェーデンにおける高齢者の住ま に関する契約関係 つい 検討してみたい。



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ため、 〝待機リスト”と呼ばれる、物件ごとに入居希望者が名前を書き連ねていく登録簿に自身の名前を登録し、退去者が現れ、登録者の順番が来 らようやく入居することができるという手続きが採られている。そ ことか
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賃借権組合を組成し、組合員以外の者は当該賃借 を譲り受け ことができないことを内容とす 。　
協同賃貸借は既存の集合住宅についてのみ設定可能であり、次のような手続でなされる。まず、集合住宅におけ




















































































































































































































































































































































































































































































































































































よって要求されている内容が、賃貸借契約の内容及び 締結時以降の事情を考慮し 公平なものでなけ ばならない
（ＨＬ五五条七項）
。
































































































































































に関する 件の決定、③同居人への賃 権の譲渡、④賃貸物件の転貸借についての承諾もしくは賃借権の更新権を放棄することの承認、⑤家屋の修理に関する賃貸人の責任、⑥賃借人によって不適当に行われた修理 基づく損害賠償に関 賃借人の責任、⑦賃貸住宅を居住権方式による住宅もしくは協同賃借権住宅 変更 こと、⑧賃料増加に関する改良作業 許可もしくは禁止、などである。　
従来、建物賃貸借紛争処理委員会による決定に対しては控訴をすることが認められていなかったが、ヨーロッパ


















































































































域における慣習 従って、当初予定された目的 ため 当該家屋を使用できる状態で提供しなければならない」とする規定を適用除外とするが
（ＬＫＨ三章二条一文）
、協同賃貸借法第三章第二条第二文にて、 「協同賃借権組合は
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者に直接協議させることが高齢者 居住保護の観点から実効性 あるものであるかについて 疑問を抱かざるをえず、スウェーデンのような第三者機関 関与については、今後検討 必要があるといえよう。　
また、スウェーデンでは、建物賃貸借は原則として期限の定めのないものでなければならない
（ＨＬ三条一項）
とされ、賃借人の権利が強く保護されている。わが国 お も 「高齢者 居住の安定確保に関 法律」にお



















































ことが必要であると認める場合におい 国土交通省の承認を得たときは 公営住宅 適切かつ合理的 管理に著し








































「入居契約」に関する登録基準としては、①契約の書面性、②居住部分が明示された契約であること、③権利金その他の金銭を受領しない契約であること（敷金、家賃、サービス費及び家賃・サービス費の前払金のみ請求できる） 、④入居者が入院したこと又は入居者の心身の状況が変化したことを理由として、入居者の同意を得ずに居住部分 変更や契約解除 行わないこと、⑤サービス付き高齢 向け住宅の工事完了前に、敷金及び家賃等の前払金を受領しないこと ⑥家賃等の前払金を受領する場合には、











「介護療養型老人保健施設」では、医療・看護・介護・生活支援のサービスを提供する。 「特別養護老人ホーム」および「介護老人保健施設」では 看 ・介護・生活支援 サービスを提供す 。前者は 利用者 生活全般にわたってサービスを提供する施設




















































































































































































































































































































































































































































































域協会に収められた貯蓄は、ＨＳＢ全国連合会 貯蓄基金に集められ、組合員のための土地や建設の資金として貸し出される（他に、ＨＳＢ全国連合会は、各地域のＨＳＢ地域協 に指導・助言をしたり 調査研究開発・技術マニュアルの作成、建築資材の生産・仕入れなどを行っている） 。実際に土地を購入し、建物の建設計画を立てるのは各地域のＨＳＢ地域協会である（他に、ＨＳＢ地域協会は 居住権組合に対して 計のサポートや法律面の支援、ま 、組合間の親睦を図るための運動会や高齢者のための催しなども行っている。 ） 。建物完成後は その建物に住むことになる組合員で構成されるＨＳＢ居住権組合が当該建物を所有し、管理すること なる（財団法人ハウジングアンドコミュニティ財団・前掲注（
49）四四四―四四六頁、神谷宏治、池沢喬、延
































スウェーデンの新築住宅戸数についての一九四五年以降の統計をみてみると、 「一軒家」 、 「居住権方式による住宅」 、 「公的な
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委員会に関する法律に基づき 本件につき決定をなした場合はこの限りでない（ＨＬ五〇条二項） 。賃貸借契約であらかじめ定められた契約内容は、本件紛争が最終的に解決され まで賃借人が家屋に留まる間 適用さ る（ＨＬ五〇条三項） 。
（
96）　
萩原教授はスウェーデンの裁判所を「通常裁判所」 、 「一般行政裁判所」 、 「特別裁判所」に大別し、建物賃貸借紛争処理委員会
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（107）　
国土交通省総合技術開発プロジェクト「多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発（多世代利用総プロ） 」検
討会資料
1―
3―
4「住宅の多世代利用に資する供給手法及び利用形態（組合所有方式）に関する調査検討」 〔
http://w
w
w
.nilim
.
go.jp/lab/ieg/tasedai/shiryou/091030_1_3_4.pdf#
search=
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二〇一五年一二月七日最終閲覧〕 。
（
108）　「高齢者が自分らしく暮らせる住まいを提供」ハウジング・トリビューン第四八九号（二〇一五年）八頁。
〔付記〕本稿を執筆するに当たり、日本社会事業大学の井上由起子教授、東洋大学の水村容子教授、日本大学の矢田尚子准教授か
ら、貴重なご教示を賜った。お名前をここに記して感謝の意を述べたい。あり得べき誤謬は筆者に帰属する。尚、本研究は、科研費基盤研究（
C）課題番号
26504014 による研究成果の一部である。
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